
団体名： 蟹江町商工会

得られた効果 備考

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 120.4 ％） （達成度 100.0 ％） Ａ Ａ 現行どおり 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 98.7 （達成度 ％） Ａ Ａ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｂ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 111.9 ％） （達成度 3.5 ％） Ｂ Ｂ 現行どおり 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｃ Ｂ 現行どおり 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 ％） （達成度 ％） － － 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

－ － 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 0.0 ％） （達成度 12.5 ％） Ｃ Ｂ 下げる 下げる

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｄ Ａ 変更する 変更する

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 30.0 ％） （達成度 12.0 ％） Ｂ Ａ 現行どおり 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｄ Ａ 現行どおり 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 64.0 ％） （達成度 175.7 ％） Ｂ Ｂ 現行どおり 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 91.7 ％） （達成度 ％） Ａ Ｂ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｂ Ｂ 現行どおり

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

より良い情報を伝え
るとともに、商工会
事業についての理
解を深めてもらえる
紙面づくりを心掛け
る。また定期的に施
策普及資料の配布
を行う。

目標
数値

12
実績
数値

11
目標
数値

指標

広報誌の発行及び施策普
及資料の配布により、効果
的な施策実施及び関連施
策の利用を促すための制度
周知が図れた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

調査・広報事業 小規模事業者関連の施策に反
映するために、経営実態を把握
しつつ関連施策の利用を促す
ため、制度の周知をするための
広報活動を行う。

１．効果的な施策普及資料の作
成　　7種類　　223部
２．商工会広報紙「ごきげんさ
ん」の発行　3回
３．「ごきげんさん」編集会議　4
回
４．施策普及資料の配布　4回

小規模事業者

指標

広報活動回数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

「グーペ」を活用し、
ホームページ開設
のきっかけとして利
用してもらえるように
PRする。

目標
数値

25
実績
数値

16
目標
数値

35,000

指標

ホームページアクセス数
「グーペ」によるオリジナル
ホームページ作成支援によ
り、小規模事業者にとって
取り組みやすい環境を整備
することができた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値
61,478

情報化推進事業 情報通信技術を活用して、会員
事業者等にとって有益な経営
情報を取得したり、ビジネスチャ
ンスの拡大や、経営の質を高め
るための取組みを実施し、商工
業の活性化に寄与する。

・会員事業所情報の公開企業
数　16社
・ホームページアクセス数
61,478件

小規模事業者

指標

会員事業所情報の公開企業
数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

今まで特産品「白い
ちじく」を中心に事
業展開してきたが、
特産品に限らず、
地域産品のＰＲを含
めた事業を展開し
ていく。

新型コロ
ナウイルス
感染症に
より一部事
業中止

目標
数値

10
実績
数値

3
目標
数値

50

指標
事業参加者数 コロナ禍において、唯一開

催できた一つのイベントで
は、積極的に商品ＰＲ及び
販売ができ、町内外の多く
の方々に周知し高評価を得
ることができた。

総
合
評
価

Ｂ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値
6

産業活性化事業 特産品をはじめとする地域産品
を広く知ってもらうため、イベント
や展示会等により販路開拓支
援を行う。

１．特産品・地域産品の販路開
拓支援
２．新商品・既存商品の開発支
援
・実施回数　3回
・事業参加者数　6名

小規模事業者

指標
事業実施回数

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

新しい社会様式に
見合った事業計画
を立案し、「やれな
いからやらない」で
はなく、「やれること
を探す」ことを念頭
に置き、一から見直
しを図る。

新型コロ
ナウイルス
感染症に
より一部事
業中止目標

数値
25

実績
数値

-
目標
数値

商店街等イベント実施回数

指標

空き店舗利活用事業実施回数
新型コロナウイルス感染拡大、
緊急事態宣言発令による影響
から、商店街等が計画していた
イベントはすべて中止、また空
き店舗を活用した事業につい
ては、１回目の緊急事態宣言
解除のタイミングで２度、２回目
の解除後に１度の事業実施
（創業サロン開設）となった。結
果、相談者３名が創業に至り、
現在も継続的に支援中。

総
合
評
価

Ｃ

24
実績
数値

3

商店街・街づくり事
業

「地域コミュニティの構築」という商
店街にとっての最重要課題を遂行
するため、「げんき商店街推進事
業」を継続して実施することで、更
なる地域連携の強化が期待され
る。より地域に密着した活動を続け
ることで、地域住民からのニーズを
拾い出し商店街活性化につなげて
いく。

１．県及び町の行う「げんき商店
街推進事業」の実施
２．商店街等イベント実施回数
0回
３．空き店舗利活用事業実施回
数　3回

小規模事業者

指標

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

コロナ禍における新
しい生活様式に対
応した開催方法に
ついて検討し、開催
につなげたい。

新型コロ
ナウイルス
感染症に
よる中止の
ため評価
なし

目標
数値

20,000
実績
数値

-
目標
数値

指標
総
合
評
価

－

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

祭典事業 かにえ町民まつりに協賛、参加
することにより、その集客力を活
かして地域の経済活動を促進し
地域の産業（地域資源・観光資
源）ＰＲの機会とするとともに、地
域の総合的な振興を図ることを
目的とする。

新型コロナウイルス感染拡大の
影響により中止

町民（地域産業
ＰＲの機会として
小規模事業者

に有効）

指標

町民まつり来場者数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

小規模事業者等の
ニーズに沿った講
習会が開催できるよ
う、内容を見直すと
ともに、参加者を増
やすため周知を強
化する。

新型コロ
ナウイルス
感染症に
より一部事
業中止

目標
数値

160
実績
数値

179
目標
数値

113

指標
集団講習会出席者　述べ

感染防止対策により、集団
講習会は予定どおり開催で
きなかった。一方、急遽実
施した雇用調整助成金特別
相談窓口においては、多く
の事業者に参加いただき課
題解決に繋げることができ
た。

総
合
評
価

Ｂ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値
4

講習会 多様化する経営環境に対応す
るため、小規模事業者にとって
必要な経営に関する知識取得
や時事的な問題についての啓
蒙を図り、事業者の資質の向上
と円滑な事業運営に資すること
を目的とする。

講習会開催回数及び受講者数
・個別46回　179人
・集団　3回　　4人

小規模事業者

指標
個別講習会出席者　述べ

目標
数値

75
実績
数値

74
目標
数値

実績
数値

適正な税務申告と経理の自
計化や計数管理による経営
力の向上に結びつけること
ができた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

経営改善普及事業
の根幹として位置づ
け担当者の更なる
資質向上に努めた
い。

記帳継続指導 商工会の職員が、個人事業主
等を対象に正しい記帳方法の
指導と決算・確定申告の指導を
行い、適正な税務申告と経理の
自計化や計数管理による経営
力の向上に結びつける。

記帳指導職員及び記帳指導員
を中心として実施する。
・指導対象者数　74人
・指導延日数　512日
・指導延回数　877回

小規模事業者

指標
記帳指導事業所数

指標

目標
数値

900
実績
数値

1,084
目標
数値

30

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

引続き職員全員体
制で臨みたい。

今後の展開・改善点等

巡回・窓口相談指
導事業

小規模事業者を中心に、様々
な相談への指導をすることによ
り経営および技術の改善を図り
健全な企業を育成するととも
に、課題解決提案の取組みを
行い補助事業の成果の「見える
化」を図る

経営指導員を中心に、多様化・
専門化する小規模事業者の経
営課題に的確・迅速に対応して
企業業績の向上に繋げる取り
組みを実施する。
・巡回窓口指導実企業数　380
社
・巡回窓口指導延件数　1,084
件
・課題解決提案件数　30件

小規模事業者

指標

巡回窓口指導延件数

指標

課題解決提案件数
コロナ禍における厳しい経
営環境の中、必要な情報、
支援を行うことで、事業継続
を図り、健全な企業育成に
努めることにより、町内、ひ
いては県内経済の活性化
に寄与した。

実績
数値

30

事業名 事業概要（背景・目的） 事業実績
主たる
対象者

事　業　評　価

目　標① 目　標② ＡＢＣＤ評価

２０２０年度事業実績報告の概要（小規模事業経営支援事業費補助金関係）

※　経営発達支援事業として認定を受けた事業については、備考欄に○を付すこと。



団体名： 蟹江町商工会

得られた効果 備考今後の展開・改善点等
事業名 事業概要（背景・目的） 事業実績

主たる
対象者

事　業　評　価

目　標① 目　標② ＡＢＣＤ評価

２０２０年度事業実績報告の概要（小規模事業経営支援事業費補助金関係）

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 56.0 ％） （達成度 ％） Ｂ Ｂ 下げる

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｃ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 60.0 ％） （達成度 60.0 ％） Ｂ Ａ 現行どおり 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｃ Ｂ 現行どおり 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 27.7 ％） （達成度 128.9 ％） Ｂ Ｂ 現行どおり 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｂ Ａ 現行どおり 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 88.9 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現行どおり 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｂ Ａ 現行どおり 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 102.7 ％） （達成度 96.3 ％） Ｂ Ａ 現行どおり 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｂ Ａ 現行どおり 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 94.3 ％） （達成度 97.8 ％） Ｂ Ａ 現行どおり 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｂ Ａ 現行どおり 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 66.7 ％） （達成度 105.0 ％） Ａ Ａ 現行どおり 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｂ Ａ 現行どおり 現行どおり

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

講義内容を検討し、
より深い知識の習得
を目指す。
全国大会への参加
率を高めたい。

目標
数値

15
実績
数値

10
目標
数値

80

指標

セミナー参加者満足度

創業者及び後継者等が経
営の基本を学ぶことで、今
後の経営に活かすことので
きる知識の習得ができた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

84

青年・女性経営者
等育成事業

青年部員である若手経営者及
び後継者、また女性部員の中
にも経営者が多くなってきた背
景から、経営に関する実践的な
セミナー（経営塾）開催を企画
する。
また、全国の商工会青年部・女
性部の代表が一堂に会する商
工会青年部・女性部全国大会
に参加することにより、地域の
リーダーとしての意識の高揚を
はじめ、資質の向上を図り、ひ
いては地域活性化に資する。

１．「かにえ経営塾」の開催
　　8月～１１月　９回
　　参加者　10名
２．青年部、女性部全国大会
中止

小規模事業者

指標

経営塾参加者数

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

連携事業により相
互のメリットを強調
し、税に関する意識
の向上に努める。

目標
数値

140
実績
数値

132
目標
数値

青色申告会事業所加入件数

指標

法人会事業所加入件数
正しい税務知識の習得と納
税意識の向上により、健全
な企業育成に繋がった。

総
合
評
価

Ａ

230
実績
数値

225

青色申告会・法人
会事業

青色申告会・法人会等の税務
支援団体・地域貢献団体の活
動をサポートし、事業運営に協
力することにより、国・地方公共
団体・地域社会への貢献や発
展のための一助となり、ひいて
は商工業の活性化に資すること
を目的とする。

青色申告会・法人会の活動支
援
１．青色申告会事業所加入件数
132社
２．法人会事業所加入件数
225社

小規模事業者

指標

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

委託事業場の利便
性を第一に引き続
き正しい事務処理
に努める。

目標
数値

75
実績
数値

77
目標
数値

400

指標

対象従業員数
中小事業主の事務処理の
負担を軽減し、労働保険の
適用促進及び労働保険料
の適正な徴収が図られた。 総

合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

385

労働保険事業 事業主等の委託を受けて、事
業主に代わって労働保険料の
申告納付その他労働保険に関
する各種の届出等の事務手続
きを行うことにより、中小事業主
の事務処理の負担を軽減し、労
働保険の適用促進及び労働保
険料の適正な徴収を図ることを
目的とする。

労働保険事務組合の設置によ
り、労働保険の加入推進と事務
処理を代行する。
１．委託事業所数　77社
２．対象従業員数　385名

小規模事業者

指標

委託事業所数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

健康診断をより受診
しやすくするととも
に、会員研修の参
加者を増やすこと
で、企業の健全な
育成に向けて支援
したい。

新型コロ
ナウイルス
感染症に
より一部事
業中止

目標
数値

45
実績
数値

40
目標
数値

70

指標
会員研修参加事業所数

中小企業、小規模企業の経
営・雇用・安全衛生の持続
的な安定が図られた。
会員研修は新型コロナ感染
拡大防止のため中止。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値
-

福利厚生事業 中小・小規模企業の経営、雇用
の持続的な安定を図るために、
企業間交流を目的とした会員研
修会、従業員の健康診断事業
の実施により、企業の健全な育
成に資することを目的とする。

１．健康診断事業　１回
　健康診断事業参加事業所数
40事業所
２．会員研修会　　中止

小規模事業者

指標
健康診断事業参加事業所数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

コロナ禍において、
各部会員の交流が
深められる事業を検
討し実施する。

新型コロ
ナウイルス
感染症に
より一部事
業中止

目標
数値

350
実績
数値

97
目標
数値

45

指標
事業の開催回数 各部会活動を行い、部会参

加企業の発展に資すること
ができた。 総

合
評
価

Ｂ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値
58

部会・委員会事業 商業・工業・観光の各部会事業
や各種委員会事業を行い、部
会参加企業の発展に資すること
を目的とする。

１．商業振興対策の推進
２．工業振興対策の推進
３．観光振興対策の推進
４．各種委員会の開催
・事業参加企業数　97事業所
・事業の開催回数　58回

各部会員・
小規模事業者

指標
事業参加企業数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

引き続き研修会等
を通じ資質の向上
を図るとともに、事
業承継・後継者育
成を含め事業展開
を考えたい。

新型コロ
ナウイルス
感染症に
より一部事
業中止

目標
数値

45
実績
数値

27
目標
数値

40

指標

女性部事業実施開催回数
研修会、イベント等が実施
できない中、部員事業所が
元気になることで地域商工
業の総合的振興と商工会活
動の発展の一助となれるよ
う、自主的な活動を行った。

総
合
評
価

Ｂ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

24

青年部・女性部事
業

青年部・女性部員間での交流
や社会福祉を通じて地域との関
わりを持つことにより、地域社会
の発展に寄与することを目的と
する。地域の後継者たる青年部
員、女性部員に対し、経営にお
ける資質の向上を図る。

研修会・講習会・調査研究等の
事業また、地域商工業の総合
的振興と商工会活動の発展を
目的とした事業の実施
１．青年部事業実施回数　27回
２．女性部事業実施回数　24回 青年部員・

　女性部員

指標

青年部事業実施開催回数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

引き続き珠算振興
を支援したい。

新型コロ
ナウイルス
感染症に
より一部事
業中止目標

数値
100

実績
数値

56
目標
数値

指標

珠算能力の向上発達と、健
全な珠算塾育成に繋がっ
た。

総
合
評
価

Ｂ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

雇用促進事業 地域における総合的な改善発
達を図ることを目的として、珠算
振興と人材育成をめざし、全国
商工会連合会と愛知県商工会
連合会主催の珠算検定事業を
実施する。また、海部商工会選
抜珠算競技大会の参加により、
珠算能力の向上に役立てる。

１．珠算検定　９月・１１月・２月
２．競技大会　中止

【対象児童】
ひかり珠算学園
明星珠算塾の生徒

【生徒数】
ひかり珠算学園　　40名
明星珠算塾の生徒　16名

児童・生徒（珠
算能力向上を
めざすことにより
小規模事業者

に有効）

指標

対象児童・生徒数

※　経営発達支援事業として認定を受けた事業については、備考欄に○を付すこと。


